
 多柱化経営  を
実現 する

20の原理原則

成長意欲のある地方有力企業の

経営を進化させる



多柱化経営が
貴社の経営を進化させます

　これからは「選択と集中」ではなく、

　「選択と分散」が重要な時代です。
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私たちの⽀援の最⼤の特徴は
⾃分たちが実践して成功したノウハウを提供していることです

私の母型の祖父は徳島でスーパーマーケットを経営していました

が、時代の移り変わりとともに事業が立ちゆかなくなり、他に会社

を支える柱はなかったため倒産しました。

この体験をきっかけに私は起業し、地方中小企業の支えになる複

数の事業に取組んでた中で、多柱化経営を実践することには、多

くの素晴らしいメリットと成功させる原理原則があることを実感しま

した。

多柱化経営は、貴社の経営を必ず進化へ導くことができると確信

しております。

代表メッセージ

私たちは、成長意欲のある地方老舗企業のパートナーであるために、
専門的スキルとお客様のことを真剣に考える「心」の両方を保持し、
お客様とともに発展していきます。私たちは2014年の創業以来、成長意欲の
ある地方老舗企業に特化した様々な切り口のソリューション支援を、主たる事
業として展開してまいりました。
延べ数百社の成長意欲のある地方老舗企業の支援に取り組む中でわかった
こと。
それは【ビジネスモデル×組織マネジメント×仕組み創り×売上拡大】を強化す
ることが、成長意欲のある地方老舗企業の経営進化に繋がるということです。
そこで、当社ではその要素を50の原理原則に取りまとめ、再現性のある事業
成長のノウハウを可視化いたしました。2025年までに127万社廃業リスクがあ
ると言われている「大廃業時代」において、当社のノウハウが成長意欲のある
地方老舗企業の経営の進化につながり、一社でも多くの「安心して後継者に
継がせることができる」事業承継を産み出し続けていくことで、当グループの成
長に繋がると確信しております。

FBマネジメントグループCEO
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クライアント様からのご相談

創業は100年を超え、先祖代々受け継がれてきた家業。
毎年利益は出ており、当⾯は問題ないものの、
現代は時代の移り変わりも早く、わが社の先⾏きが不安。
創業事業を守れる、新たな収益事業を創出したい。

業績は順調で、3⼈の⼦供には後継者として将来会社に⼊ら
せたい。しかし、3⼈の⼦供が会社に⼊るとなると、お互い
に争うことなく、社内で協⼒して経営に携わってくれるかが
不安。後継者問題に頭を悩ませている。

創業事業を後世まで残すには…

多柱化経営における
よくあるご相談

⼦供は複数いて、全員会社に⼊らせたいが…
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弊社の強み

私たちの支援はアドバイスや評論をする

一般的なコンサルティングとは異なります。

新規事業創出や

新卒/中途/アジア人採用、

マーケティング、グローバル展開など

弊社で徹底して自ら実践しております。

自分たちがチャレンジしてきた

ノウハウそのものを

クライアント様へご提供し、

経営の進化へ導きます。

私たちは「実業型」⽀援で
貴社の経営課題の解決に伴⾛します
「実業型」⽀援とは
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⽬次

第1条 ファミリー企業こそ多柱化経営を取り⼊れよ

第2条 後継者はアジアに留学させよ

第3条 多柱化経営では最低でも３つの柱を創れ

第4条 幹部候補社員はグループで採⽤し常に最適な配置をせよ

第5条 グループ経営管理と⼈事専任者を⼀⼈ずつ置け

第6条 能⼒採⽤ではなく、共感型採⽤に振り切れ

第7条 グループ中期ロードマップが社内外の⼈や会社を惹きつける

第8条 新卒を積極的に採⽤し内定者インターンを活⽤せよ

第9条 社⻑⾃⾝がワクワクする事業を⽣み出せ

第10条 多柱化経営には勝ちパターンがある

第11条 ビジネスキャッチコピーとビジネスクリエイティブを進化させよ

第12条 海外の展⽰会やフランチャイズショーに積極的に参加せよ

第13条 M&Aをする前に１つは⾃分たちで新規事業を⽴ち上げろ

第14条 ⼈が稼ぐ事業とお⾦が稼ぐ事業の両輪を作れ

第15条 資⾦に余裕があるなら⼈が揃っていなくても新規事業に着⼿せよ

第16条 M&Aは待っていてもよい案件はこない

第17条 複数の事業にチャレンジし続けよ

第18条 新規事業では事業シナジーを求めるな

第19条 圧倒的に新規営業を引き上げよ

第20条 新規事業の撤退基準を明確にせよ

外部環境に左右されない多柱化経営の原理原則
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第1条

長男

多柱化経営の場合

事
業
会
社
Ａ

次男

事
業
会
社
Ｂ

長女

事
業
会
社
Ｃ

長男

単一事業の場合

次男長女 事
業
会
社
Ａ

社⻑の座争いや経営⽅針の違い
などから家族関係が悪化…

それぞれが強みを活かし
独⽴しながら協⼒し合える良関係

ファミリー企業こそ
多柱化経営を取り⼊れよ
グループ経営が事業承継の選択肢を増やす

ご⼦息が複数名の場合、誰を社⻑にするか、兄弟が社内で良い
協⼒関係を作っていけるかなどが難しいテーマとして存在す
る。
多柱化経営で複数のグループ会社があれば、それぞれのご⼦息
の能⼒‧性格‧適性にあった会社を承継させることが可能とな
る。



7

第2条

後継者はアジアに留学させよ
仕⼊れる情報や発想⼒が変わる

後継者は教育環境によって⼤きく変わる。アジア留学を検討し
ている地⽅企業の経営者は増えている。
アジア事業を⾏っている場合はネットワーク作りに役⽴つのは
もちろんのこと、それ以外の場合でも異⽂化で多様性のある価
値観に触れることで発想⼒が変わり、新しい情報や商品を輸⼊
して国内の販路に販売することもできる。
仕⼊れる情報や発想
後継者がアジア留学で得られるもの

【アジア事業を⾏っている場合】
⾃社のビジネスに直接活かせるネットワーク
最新のアジアの情報
世界中の後継者とのネットワーク
【アジア事業を⾏っていない場合】
多様性への理解と幅広い発想⼒
グローバルなビジネスの視点や最新の情報
海外で儲かっているビジネスモデルへの理解
【アジアのメリット】
物理的に近く時差が少ない
8億⼈のマーケットが存在する
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第3条

グループ

事
業
①

事
業
②

グループ

事
業
①

事
業
③

事
業
②

多柱化経営では
最低でも３つの柱を創れ
売上15億の1社より売上5億の3社が強い

柱が２つあるだけでは多柱化経営とは呼べない。最低でも３つ
以上のそれぞれが独⽴して収益を上げられる事業が必要であ
る。
同じグループ売上⾼でも、３つの柱事業で構成されている⽅が
外部環境に左右されず成⻑も早い理想的な多柱化経営である。

↑
結局単⼀事業に

頼ることになってしまう

↑
２つ以上の柱事業が
⽀えることができる

事業ひとつひとつが不調に陥ることは決して珍しくない。
その事業が⽴ち直るまで、またはそれに代わる新たな事業が⽴
ち上がるまでを複数の事業で⽀えられる体制が必要である。
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第4条

グループ

管理職

責任者

事業会社A

管理職

責任者

事業会社B

管理職

責任者

事業会社C

適性に応じた
人事異動

適性に応じた
人事異動

適正配置 適正配置適正配置

幹部候補社員はグループで採⽤し
常に最適な配置をせよ
多柱化経営が幹部を成⻑させる

グループで採⽤した幹部候補社員を、本⼈の能⼒や適性に合わ
せて各事業会社に適正に配置し、全員を最⼤限活躍させる。
また、幹部社員をグループ本体や各事業責任者に配置すること
で圧倒的に成⻑し、本⼈の市場価値と成果を出した場合の報酬
を上げることができる。

現場社員は各事業会社で採⽤し、幹部候補はグループから
送り込む

グループ
採用
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第5条

グループ

事
業
①

事
業
③

事
業
②

グループ

事
業
①

事
業
③

事
業
②

経営管理
専任者

人事
専任者

管理兼任

ほとんどのケースが
こちらになっている

グループ経営管理と⼈事専任者を
⼀⼈ずつ置け
その2名がグループ経営の肝となる

グループ経営管理‧⼈事戦略は、多柱化経営の効果を最⼤化し
ていくために最も重要なテーマのひとつである。しかしながら
ここが兼任となっており、注⼒しきれていないケースが多い。
単⼀事業の場合はコストでも、グループの成⻑を加速させてい
くためには、投資すべきポジションである。
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第6条

共感型採⽤能⼒採⽤
特定の業務に必要なスキルを持っ
た⼈材を採⽤する。

【メリット】

良い⼈材を採⽤できた場合には、
即戦⼒となる可能性が⾼い。

【デメリット】

業務内容や待遇に惹かれて⼊社す
るケースが多く、業務を選ぶ傾向
が強い。そこにギャップがや変更
が⽣じた場合に退職する可能性が
ある。

グループビジョンに共感し、業務
を選ばない⼈材を採⽤する。

【メリット】

グループで重要なミッションは常
に変化するが、どのミッションも
情熱を持ってやりきってくれる。

その結果、⼊社時にスキルはなく
とも⼤きく成⻑することが多い。

【デメリット】

即戦⼒にはならない場合もある。

能⼒採⽤ではなく、
共感型採⽤に振り切れ
グループのミッション‧ビジョン‧バリューが
今までと違う⼈材を惹きつける

本体が求職者から不⼈気な業種であっても、複数の事業をして
いてグループのミッション‧ビジョン‧バリューを打ち出せば
それに魅⼒を感じて応募する⼈材は今まで以上に増える。
また、共感採⽤で⼊社した⼈材は、グループ内のある程度どん
なミッションを与えても情熱を持ってやりきってくれる。
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第7条

グループ中期ロードマップで可視化すること

将来のグループ（事業⼀覧）図

グループのミッション‧ビジョン‧バリュー

グループおよび各事業の数値⽬標

グループ組織図‧⼈事戦略

ビジョン実現に向けた施策

グループのビジョンストーリー

グループ中期ロードマップが
社内外の⼈や会社を惹きつける
可視化し⽰すことで実現に必要な協⼒を得られる

グループの中期ロードマップを策定し、社員や求職者、⾦融機
関、取引先などに⽰すことで、⾃社によりマッチした優秀な⼈
材が集まり、⾦融機関や取引先からロードマップ実現に必要な
情報が集まったり協⼒を得られるようになる。ロードマップは
オーナー⾃⾝の羅針盤としてだけでなく、周囲を巻き込むため
にも重要なのである。
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第8条

多柱化経営における新卒採⽤のメリット

◆ 新卒採⽤市場では中⼩でも⼤企業に勝つことができる
⼤企業志向でなく中⼩企業でも成⻑できる環境で働きたいと
考えている学⽣は多く存在します。しっかりとビジョンを発
信できれば、企業の規模や給与など現職の基準に縛られがち
や中途より、⾃社のビジョンに共感する⼈材を多く採⽤でき
る可能性は⾼くなります。

◆ 既存社員の意識が⾼まり、社内に活⼒が⽣まれる
新卒採⽤を⾏うことで、「優秀な新卒が⼊社してくれて成⻑
できる会社にしていこう」と既存社員の意識にも良い変化が
⽣まれます。また、若い⼒の影響は⼤きく、新卒が⼀⽣懸命
に働いている姿は周囲に活⼒を与え、部署全体‧会社全体に
活⼒が⽣まれます。

新卒を積極的に採⽤し
内定者インターンを活⽤せよ
与えるミッション次第で新卒も早期戦⼒となる

グループビジョンを発信することで、意欲と⾺⼒のある優秀な
新卒を多く採⽤できるようになる。そして内定者インターンを
各事業部に配置し、4⽉⼊社までの間に内定者に対しても適切
なミッションを与えて教育していくことで、新卒の早期戦⼒化
を図ることができる。
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第9条

社⻑⾃⾝がワクワクしていると、、

【社内への影響】

• 社⻑⾃⾝のワクワクがグループのビジョンとして周囲に伝わ
り、良い社員がもっと集まってくる

• 挑戦しもっと上にいきたい社員と今のまま変わりたくない社
員に分かれ始め、変わりたくない社員は会社を去るようにな
る

• その結果、組織に健全な新陳代謝が⽣まれる

【ご⼦息への影響】

• 社⻑の⽇々のワクワクは家で⼦どもに伝わり、親の仕事が素
晴らしい仕事だということを幼少期から実感しながら過ごす
ことができるため、事業承継の円滑化にも繋がっていく

社⻑⾃⾝がワクワクする事業を
⽣み出せ
社員が提案してきた新規事業は柱にはならない

強烈に⼈を巻き込み推進していく新規事業では、社⻑⾃⾝がそ
の事業にどれだけ可能性を感じワクワクしているかが⼀番重要
である。また、社員が提案してきた事業が柱になるようであれ
ば、その社員は社内でその事業をせずに独⽴してしまうだろ
う。



15

第10条

グループ経営

既
存
事
業
の
エ
リ
ア
分
散

海
外
ラ
イ
セ
ン
ス
取
得

多柱化経営における新しい収益の柱事業の勝ちパターン

多柱化経営には
勝ちパターンがある
多柱化経営における新しい収益の柱事業の創り⽅には法則がある

常に⾼速でPDCAを回す必要がある新しい事業では、⼤きな固
定資⾦や多くの⼈材が必要なビジネスモデルは避けるべきであ
る。多柱化経営における新しい収益の柱事業の勝ちパターンは
⼤きく5つあり、このいずれかから始めるべきである。
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外
で
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Ｃ
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第11条

キャッチコピーに全く魅⼒や
⽬新しさがなく、誰に向けた

サービスかも分からない

事業を多⾓化して
安定的に成⻑できる
経営をしませんか？

誰に向けたメッセージかが明
確で、「多柱化経営」という

⾔葉も新しく印象に残る

ビジネスキャッチコピーと
ビジネスクリエイティブを進化させよ
商品やサービスの差別化の時代からキャッチ
コピーやクリエイティブの時代に変化している

商品やサービスに⼤きな差別性を持たせるのは難しい。そんな
中で売れるか売れないかを分ける⼤きな要因は、顧客ターゲッ
トに合わせた魅⼒的な伝え⽅ができるかどうかである。
また、キャッチコピーやクリエイティブは顧客ターゲットの反
応を⾒ながら、PDCAを回し改良し続けることも重要である。
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第12条

海外商品‧サービスの
⽇本代理店

国内商品‧サービスの
代理店

• 他の競合が代理店が存在し価
格競争が発⽣するため、売値
のコントロールがしずらく、
利益率が低くなりがち

• ユーザーには⾃社以外からも
情報が⼊り、⽬新しいものを
提供できる可能性が低い

• ⽇本でまだ知られていない商
品やサービスを持ち込むこと
により、国内での価格決定権
を持つことができる

• 新商品を開発するより、輸⼊
して売る⽅が⽬新しいものを
提供できる可能性が⾼い

海外の展⽰会やフランチャイズ
ショーに積極的に参加せよ
海外FCや輸⼊ビジネスは有⼒な新しい柱事業になり得る

販路を活かした新しい収益の柱として、海外の商品‧サービス
のフランチャイズ加盟や代理店になることは有効な⼿段であ
る。そのためには、⽇本からインターネットなどで海外の商品
‧サービスを探すだけではなく、海外の展⽰会やFCショーに
実際に⾜を運び、まだ⽇本で広まっていないものを⾒つけるこ
とが重要である。
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第13条

グループ経営

新規事業立上げの経験を経て

成長した幹部社員を送り込み立て直す

M&Aをする前に１つは⾃分たち
で新規事業を⽴ち上げろ
新規事業⽴上げの経験無くしてM&Aは成功しない

多柱化経営においてM&Aは有効な⼿段であるが、そのためには
M&A先に送り込む幹部社員がグループで育っている必要があ
る。まずは⾃分たちで新規事業を⽴ち上げ経験を積むことで、
M&A先の企業を⽴て直せる幹部社員が育つのである。

既
存
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＆
Ａ
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第14条

⼈が稼ぐ事業

お⾦が稼ぐ事業

⼈が稼ぐ事業が
⽣んだ収益を

お⾦が稼ぐ事業へ

お⾦が稼ぐ事業が
⽣んだ収益で

⼈が稼ぐ事業へ成⻑投資
or

お⾦が稼ぐ事業へ再投資

グループ成⻑を加速させ
る投資戦略

⼈数に応じて
収益が上がる

労働集約型事業

アメリカ株、不動産、絵
画、ビンテージワイン等、
今後世界的に価値が上がっ

ていくものへの投資

⼈が稼ぐ事業とお⾦が稼ぐ事業の
両輪を作れ
その両輪がそれぞれの成⻑を加速させる

労働集約型の⼈が稼ぐ事業とアセットマネジメントなどのお⾦
が稼ぐ事業の両輪を作り、⼈が稼ぐ事業の利益をお⾦が稼ぐ事
業に投資、そうして⽣まれる利益を⼈が稼ぐ事業に投資し、事
業成⻑や新規事業の⽴上げを⾏う。それによりグループの成⻑
スピードは、⼈が稼ぐ事業のみの場合と⽐べ⾶躍的にアップす
る。
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第15条

新たな柱事業を⽴ち上げたいが、
今は⼈も⾜らず既存事業だけで忙しい。

まずは採⽤と組織創りからだな。

何も状況が
変わっていない…

１年後

新たな柱事業を⽴ち上げたい。
⼈も⾜らず既存事業だけで忙しいが、

まずは動いてみよう。

何とか事業が⽴ち上がり
共感する良い⼈材も集

まってきてくれた！

１年後

資⾦に余裕があるなら⼈が揃って
いなくても新規事業に着⼿せよ
組織が整ってからと⾔っていては事業は永遠に⽴ち上がらない

何も動かずに待っていても新規事業に必要な⼈材が揃い組織が
整っていくことはない。
まずは社⻑⾃ら事業を⽴ち上げ多柱化経営を実践していくこと
で、必要な⼈材は⾃ずと集まってくるものである。
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第16条

21

貴
社 地銀、信金、事業引継ぎ支援センター

M&A仲介会社

M&Aプラットフォーム

金融機関こちらから
働きかける

M&Aは待っていても
よい案件はこない
複数のチャネルから積極的に情報を取りに⾏け

⼤⼿⾦融やM&A仲介会社だけではなく、M&Aマッチングプ
ラットフォームや地銀のM&A部隊など駆使すべきチャネルはい
くつも存在する。本当に良い案件情報を得るにはこちらから
M&Aについての考えや状況を伝えていく必要がある。また、ノ
ウハウやリソースに不安がある場合は外部へのアウトソーシン
グも検討できる。
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第17条

新規事業の柱化まで

極⼒初期投資を抑え営業活動

サービスの⼤枠設計

営業しながらサービスやターゲットを⾼速PDCA

収益化の勝ちパターンが
⾒えない場合は

執着せずに別の事業へ

収益化の勝ちパターンが
⾒えたら

儲かるまでやり続ける

複数の事業に
チャレンジし続けよ
新規事業は全て上⼿くいくとは限らない

新規事業に失敗はつきものである。そして、失敗から学び次に
活かすことで伸びる事業が⽣まれる。
また、⼀つの事業に執着することは危険であり、常に複数の事
業にチャレンジしながら、本当に伸ばしていく事業を⾒極める
必要がある。
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第18条

既存事業

新規事業 新規事業

外部要因

シナジーを意識して既存事業
と相関の強い事業ばかりにな
ると、ひとつの外部要因で全
滅してしまうリスクがある。

既存事業

新規事業 新規事業

外部要因

ひとつの外部要因に対して同
⽅向の影響を受けず、むしろ
互いに補い合えるような動き
になる事業の組合せが理想。

新規事業では
事業シナジーを求めるな
むしろ事業シナジーのない３つの柱事業を創れ

既存事業とのシナジーを求めると、外部要因に対して同じ影響
を受ける事業になってしまうことが多い。
好況時に儲かる事業と不況時に儲かる事業、売上は⼩さくても
粗利益率の⾼い事業と、粗利益率は低くても売上が⼤きく粗利
益額も⼤きい事業など相互補完できる事業の組合せが重要であ
る。
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第19条

WEBマーケティング

BtoB BtoC

テレアポ

EC

アライアンス etc..

⾃社でまかなえない部分は外注する

カスタマーサクセス

圧倒的に
新規営業を引き上げよ
既存営業に追われているだけでは未来はない

事業を成⻑させていくには、常に新規営業を強化しておくこと
必要がある。また、事業部ごとにBtoBではダイレクトマーケ
ティング、BtoCではEC（通販）など、それぞれの最適な⼿法
で実施していく必要がある。
社内が既存営業に追われており、新規営業を⾏うリソースがな
い場合は、アポイント代⾏‧営業代⾏などのアウトソーシング
も活⽤できる。
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第20条

第5条
社長がワクワクする事業を生み出せ

社員が提案してきた新規事業は柱にはならない

ワクワクしなくなった時は
撤退のタイミングである

第9条
複数の事業にチャレンジし続けよ
新規事業は全て上手くいくとは限らない

新規事業の
撤退基準を明確にせよ
撤退基準はオーナーがワクワクしなくなったとき

新たな事業を⽴ち上げていく際、撤退基準を明確にしておくこ
とが重要である。基準は複雑なものである必要はなく、儲から
なくなった、興味がなくなったなど、オーナーがワクワクしな
いと感じたときは撤退すべきタイミングである。撤退すべきタ
イミングの哲学をオーナー⾃⾝が持ち、周りに何を⾔われても
⾃⾝で判断すべきである。
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⽀援事例

会社名
株式会社淡路島の恵み

業種
⾷品製造‧販売、飲⾷事業

従業員数
⾮公開

所在地
兵庫県

お客様のプロフィール

多柱化経営でピンチをチャンスに！主要販路であったふるさと納
税のストップをきっかけに他の事業の柱化を加速。４つの柱をも
つ強固なビジネスモデルへ進化し、グループ幹部候補の採⽤にも
成功。

⽀援前の課題
• 主要販路がストップし、新

たな収益の柱の創出が急務
• ⼈員不⾜のため社⻑が柱事

業の創出に専念しづらい

• 多柱化経営⽀援
• 採⽤⽀援

• 新事業(OEM)が⽴ち上が
り受注⾒込も発⽣

• グループの幹部候補とな
る新卒の採⽤に成功

⽀援内容 ⽀援の効果

▶ ▶

2025年にグループ8社‧従業員数100名達成

グループビジョン ⽀援内容詳細

◆多柱化経営⽀援
  ‧グループビジョンストーリー作成
  ‧中期ロードマップ作成
  ‧複数の新規ビジネスモデル⽴案
  ‧新事業のWEBサイト制作アドバイス
  ‧新事業の営業資料作成
  ‧新事業のインサイドセールス代⾏
   （問合せフォーム営業、テレマ等）
◆採⽤⽀援
  ‧新卒採⽤（スカウト代⾏）
  ‧中途採⽤（求⼈媒体掲載）
  ‧会社説明資料作成
  ‧採⽤⾯接代⾏

多柱化経営⽀援スケジュール

株式会社淡路島の恵み様
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⽀援事例

会社名
株式会社セキュリティロード

業種
警備業

従業員数
630名

所在地
宮崎県

お客様のプロフィール

九州を代表する警備会社から九州を代表するグループ企業へ。
新規事業⽴上げとM&Aにより複数の事業を展開し多柱化経営を実
現。
単⼀事業では成し得ない成⻑のロードマップを描く。

⽀援前の課題
• 警備業という単⼀事業に依

存していることに不安があ
り、事業拡⼤の限界を感じ
ている

• 多柱化経営⽀援
• M&Aソーシング代⾏⽀援
• 採⽤⽀援

• 多柱化に向け新たな柱とな
る事業が⽴ち上がった

• 同業‧異業種ともにM&Aの
検討が進んでいる

⽀援内容 ⽀援の効果

▶ ▶

九州で⼀番社員がイキイキ働ける
1,000名のグループ企業へ

グループビジョン ⽀援内容詳細

◆多柱化経営⽀援
  ‧グループビジョンストーリー作成
  ‧中期ロードマップ作成
  ‧グループビジョン動画作成
  ‧新規ビジネスモデル⽴案
◆M&Aソーシング代⾏⽀援
  ‧地銀‧信⾦へのアプローチ
  ‧M&Aストーリー可視化と検討アドバイ
ス
  ‧会社説明資料作成
◆採⽤⽀援
  ‧グループ幹部候補採⽤
  （求⼈媒体、スカウト代⾏、採⽤オウン
ドメディア）
  ‧会社説明資料作成

株式会社セキュリティロード様
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⽀援事例

会社名
⼤東⾃動⾞株式会社

業種
⾃動⾞学校

従業員数
95名

所在地
三重県

お客様のプロフィール

グループビジョンを描くことで、注⼒すべき事業が明確に。
やるべきことが明確になり営業や採⽤‧組織創りに⼤きな推進⼒
が⽣まれた。

⽀援前の課題
• 本業の⾃動⾞学校が市場縮

⼩傾向である
• 複数の新規事業を⽴ち上げ

ているものの軌道に乗って
いない

• 多柱化経営⽀援
• マーケティングBPO⽀援
• 採⽤⽀援

• グループビジョンとロード
マップ策定により注⼒すべ
き事業が明確になり、迷い
なく営業や採⽤を実⾏でき
る状態となった

⽀援内容 ⽀援の効果

▶ ▶

グループビジョン ⽀援内容詳細

◆多柱化経営⽀援
  ‧グループビジョンストーリー作成
  ‧中期ロードマップ作成
  ‧グループビジョン動画作成
  ‧新規ビジネスモデル⽴案
◆マーケティングBPO⽀援
  ‧注⼒事業のインサイドセールス代⾏
◆採⽤⽀援
  ‧グループ幹部候補採⽤
  （スカウト代⾏、採⽤オウンドメディア）
  ‧会社説明資料作成
 

はじまりのまち伊勢から、
次世代経営モデルを発信。地⽅企業の星になる。

⼤東⾃動⾞株式会社様
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多柱化経営のメリット

多柱化経営を実現することでの
メリット
01.事業規模の拡⼤‧リスク分散ができるようになります

「新型コロナウイルスの発⽣」「原材料の⾼騰」「⼈⼿不⾜」「後継
者不⾜」「賃上げ」「⻑時間労働の規制」「同⼀労働同⼀賃⾦」「ダ
イバーシティ経営の推進」かつてないほどの「不確実性」が⾼まった
今⽇、これまでの⽅法論では、上⼿くいきません。多柱化経営を⾏う
ことで、事業拡⼤の可能性が広がり、リスクを分散することができま
す。

02.幹部が成⻑する社員の採⽤がしやすくなります

多柱化経営によって、様々な事業が展開され、事業ごとにマネー
ジャーが⽣まれるため、成⻑機会が増えます。そのため、上記の成⻑
機会を得た幹部が育っていくサイクルを作れるようになります。ま
た、上記の成⻑機会をうまく魅せることで、採⽤に関しても優位に進
められるようになります。

03.社⻑⾃⾝が⾃分の仕事にワクワクできるようになります

後継者であっても、新規事業の⽴ち上げや、FC加盟、ベンチャー出資
を通じて、⾃分の強みを活かすことが可能となります。

また、社⻑が仕事を楽しむ姿を、後継者となる⼦や⼦孫が⽇頃から⽬
にすることで、「会社を継ぎたい」と強く思うようになります。
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サービス概要

 ‧ミッション/ビジョン/バリューの    
  可視化
 ‧グループビジネスモデルの⽴案
 ‧ビジネスキャッチコピーの策定
 ‧グループ採⽤戦略/組織図の策定
 ‧多柱化収益事業の勝ちパターンの
  戦略⽴案
 ‧簡易版グループ中期ロードマップ
  の策定
 ‧グループビジョン動画の作成
  (オプション)

STEP1：契約後1 or 2 or 3ヵ⽉間

多柱化経営⽀援
1ヵ⽉：150万円（税別）
2ヵ⽉：250万円（税別）
3ヵ⽉：300万円（税別）

 【⽀援内容】週1回のMTG

STEP２：契約後2 or 3 or 4 ヵ
⽉以降

【⽀援内容】
‧STEP1で決定した⽀援内容
 をもとに実施

【必要に応じてオプション】

‧採⽤/育成/評価制度構築⽀援
‧台湾⼈材採⽤⽀援
‧新規営業アポ代⾏⽀援
‧EC運営代⾏⽀援
‧アジア進出⽀援
‧海外フランチャイズ輸⼊代⾏⽀援
‧後継者アジア留学⽀援
‧後継者インターン/就職⽀援 etc…

多柱化コーチング型
or

社⻑室代⾏型
⽉額：30万円〜70万円(税別)  

貴社の多柱化経営の実現を
「ノウハウ」×「実働」の両⾯で
ご⽀援いたします
成⻑意欲のある地⽅企業の多柱化経営の実現と
 「営業⼒」 「採⽤⼒」 「組織化」 の向上に
社外 No.2 として伴⾛します。
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アウトプット

アウトプット① グループビジネスモデルの可視化

グループビジョンを実現するための事業構成、将来の組織図、
そこに向けた採⽤戦略の数値⽬標を策定。実⾏の道筋を明確に
社内外で説明できるようになります。

アウトプット③ グループビジョン動画※制作はオプション

アウトプット② グループ事業戦略/組織/採⽤戦略
の可視化

収益の柱となる事業を3つ作り、グループとして何を⽬指し、何
を⼤切にして、どのように事業を展開していくのか、貴社のス
トーリーを⾔語化し、求職者やステークホルダーに伝えられる
ようになります。

グループビジョンストーリーを動画に落とし込み、採⽤活動や
営業活動などで広くビジョンを伝え共感を集められるようにし
ていきます。

グループ経営⽀援のアウトプット
1か⽉〜3か⽉間の⽀援を通じ
貴社のグループ構想を社内外に⾒える形にしていきます
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各種サービスサイト

成⻑意欲の⾼い地⽅有⼒企業の経営者の皆様、 外部環境の変化に強
い、 複数事業の柱を創るなら今こそ、多柱化経営が必要です。 お
問合せ、 お⾒積りなど、 お気軽にご連絡ださい。

多柱化経営支
援

組織・仕組み創り支援 グローバル支援
「多柱化経営」なら
FBマネジメントグループ

会社名 株式会社FBマネジメントグループ

設⽴ 2022年（関連会社 FBマネジメント 設⽴2014年）

代表 ⼭⽥ ⼀歩

所在地 東京都中央区⼋丁堀2-3-9 H¹O⼋丁堀 3階

グループサイト
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お問い合わせ先

成⻑意欲のある地⽅企業の経営⽀援に特化し、
”社外No2”として伴⾛します。

【無料相談実施中】
✉info@fbmg.co.jp

東京都中央区⼋丁堀2-3-9 H¹O⼋丁堀 3階

「多柱化経営」なら
FBマネジメントグループ


